
産業構造審議会通商・貿易分科会不公正貿易政策・措置調査小委員会 

（第 54 回） 

 

議事要旨 

 

日時：令和元年 12 月 23 日（月）13:30～15:30 

場所：経済産業省本館 17 階第一特別会議室 

 

出席者 

・委員 

木村福成委員長、井口直樹委員、石本茂彦委員、伊藤一頼委員、鍵山博哉委員、神谷百

合香委員、川田敦相委員、国松麻季委員、島田まどか委員、高橋理佳委員、田川真一委

員、広瀬英治委員、古本省三委員、松本直委員、村岡直人委員、渡邉真理子委員 

・経済産業省 

黒田通商機構部長、米谷通商法務官、木村国際経済紛争対策室長、荒井通商機構部参

事官補佐、清水通商機構部参事官補佐、西村通商機構部参事官補佐、児玉通商機構部

参事官補佐、千葉通商機構部参事官補佐、斎藤通商機構部参事官補佐、佐藤通商機構

部係長、浦上米州課長、谷澤貿易管理課長補佐 他 

 

議題 

２０２０年版不公正貿易報告書の編集方針について 

 

議事概要 

以下の議題について事務局及び担当課より報告後、自由討議。 

 

１．パブリックコメントの結果について 

 

２．２０２０年版不公正貿易報告書新規掲載案件（案）について 

（１）GCC による鉄鋼製品に対する SG 措置 

（２）インドによる光ファイバーに対する SG 措置 

 

３．２０２０年版不公正貿易報告書の特集記事（案）・補論（案）について 

（１）開発・途上国地位に対する議論について 

（２）韓国による日本産バルブに対する AD 措置に関する報告書について 

（３）補助金規律強化の議論について 

（４）エアバス・ボーイング補助金について 

（５）強制技術移転に関する国際的取組について 

（６）ローカルコンテント要求の協定整合性判断基準について 

（７）米ヘルムズ・バートン法について 

（８）国際緊急経済授権法（IEEPA）について 



（９）上級委員会を巡る問題について 

（１０）国際的経済活動と競争法 

（１１）電子商取引 ―デジタル課税について― 

（１２）韓国向け輸出管理の運用見直しについて 

 

４．日米の貿易協定について 

 

５．今後のスケジュールについて 

 

問い合わせ先： 

経済産業省通商政策局通商機構部国際経済紛争対策室 

電 話:03-3580-6596 

ＦＡＸ:03-3501-1450 


